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    田中亮太税理士事務所ニュース 

★ N e w s  令和 6 年『基準地価』も ３年連続で上昇      

 国土交通省が 9 月 17 日公表した、7 月 1 日時点の都道府県による地価調査(基準地価)では、大型

再開発や住宅需要、インバウンド(訪日外国人)の増加による地域経済への影響などから、全国平均の

全用地・住宅地・商業地はいずれも 3 年連続で上昇し、上昇率もバブル経済崩壊で下落した 1992 年

以降で最大となりました。 

 名古屋圏の商業地では、千種区の市営地下鉄東山線沿線の駅周辺が上昇率の上位を占め、この地域

の住宅需要を背景に開発が集中した結果とみられます。岐阜県、三重県も、ともに商業地で 30 余年

ぶりに上昇に転じ、住宅地でも下落幅が縮小しました。 

※参考 地価の指標には、以下のようなものがあります。 

 

★ N ews  外国人労働者「技能実習制度」に代わる「育成就労制度」創設へ   改 正    

 令和 6 年 6 月 14 日､｢出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習

生の保護に関する法律｣の改正法が成立し、令和 6 年 6 月 21 日公布されました。改正法は公布から

3 年以内に施行されます 

 今回の改正では、現在の｢技能実習制度｣が、日本で技術を習得し開発途上国の母国で発展に寄与

する｢人づくり｣を、という国際貢献を目的としていたものでしたが、これを抜本的に見直し、我が

国の人手不足分野での人材育成・人材確保を目的とする「育成就労制度」が創設されます。 

外国人労働者の権利保護、育成終了後のキャリアアップの道筋、永住許可要件の明確化など｢共生

社会の実現を目指し、日本が魅力ある働き先として選ばれる国になる｣ための新制度の構築には多く

の課題があり、企業側の混乱も予測されます。なお、技能実習に関する経過措置等が図られます。 

■ 「育成就労制度」の概要 

制度の目的 
・法律名を｢技能実習法｣から｢育成就労法｣に改める。 

・育成就労産業分野で特定技能１号水準の技能を有する人材の育成・人材確保

在留資格 ｢技能実習｣の在留資格を廃止、「育成就労」の在留資格を創設 

受け入れ分野 育成就労産業分野の対象は特定産業分野に限定。技能実習制度の分野と異なる。 

育成就労計画 育成就労期間は 3 年以内に限定、特定技能の水準まで育成 

本人意向の転職 
・条件(技能･日本語の水準、同一機関での就労期間、転職先)により可能 

・転職の仲介状況の把握。民間の職業紹介事業者の関与を認めない。 

日本語能力 一定水準の日本語能力を合格基準(｢技能実習制度｣では介護職種のみレベルが要件）

送出国・機関 二国間取決め(MOC)作成国からのみ受入れが原則、監理支援機関の許可制 

 

 

 

 

 

               発行 : 田中亮太税理士事務所(基準地価・育成就労制度・旅費規程) 

地価の指標 公表官庁 目的・内容 評価時点 公表時

路線価 国税庁 相続税や贈与税の算定基準(地価公示価格の 80%程度) 1月1日 7 月

地価公示 国土交通省 公共用地価格、路線価算定の規準。土地取引の指標 1月1日 3 月

地価調査(基準地価) 都道府県 地価公示と情報を補完。土地取引･地価の適正化を図る 7月1日 9 月

固定資産税評価額 市町村(23 区は都) 固定資産税等の算出根拠(地価公示価格の 70％程度) 1月1日 3～4 月
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★ N e w s 『旅費規程』の見直しを     

国家公務員等の｢改正旅費法｣が令和 7 年 4 月施行され

ます。実費の旅費規程超過や、事務手続きのデジタル化

など変化に対応し、企業も『旅費規程』の見直しを。 

 
・・・・


